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第 4 章、第 5 章及び第 6 章で、それぞれ生存権、教育を受ける権利、勤労権の政策規範
性の強さを示す代理変数を算出している。具体的には、生存権の政策規範性の強さを示す
代理変数として LPNI (Life Policy Normativity Index) を、教育を受ける権利の政策規範性の
強さを示す代理変数として EPNI (Education Policy Normativity Index) を、勤労権の政策規範























 第 8 章で、本論文の内容をまとめた上で、結論を述べている。 
本論文の特色は、以下の三点にまとめることができる。 
① 憲法学界の主な研究対象である憲法解釈ではなく、憲法政策を研究対象としている点。 
② 「裁判規範性」や「法規範性」とは異なる「政策規範性」という観点から社会権研究
を行っている点。 
③ 社会権の政策規範性の強さを示す代理変数を用いて分析を行っている点。 
特に③は、憲法学に計量的な手法を組み込むものであり、他に類のない本論文の最大の特
色である。その意味で、本論文は、憲法学研究の新たな可能性の一つを示したと言える。 
